




















































































































































































































表-1 職人企業および職人企業者数 (9) 
部 門 職人企業数 職人企業者数
O.農業，狩猟，林業，漁業 10，111 12，615 
1.エネルギー，ガス，水道 305 406 
2.鉱業，化学 28，213 41，201 
3.金属，機械 171， 112 238，062 
4.繊維，衣服，家具 335，835 450，662 
5.建築，設備 320，402 388，020 
6.商庖， レストラン，修理 159，379 196，988 
7.運輸，通信 121， 467 134，459 
8.信用，保険 23，171 16，861 
9.公益事業 168，432 185，828 
その他 11， 530 15，173 







































































































































































































































② 第4条 c) に定められた職人業部門の特定に関し，共和国大統領令1956
年10月23日第1202号に基づいて作成された，伝統美術工芸に関する表は効
力を持つものとする.
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**産業政策関係閣僚会議 (C.1. P. 1. :Comitato Interministeriale per la Politica In-
dustriale)は，法律1977年 8月12日第675号により設けられた.経済政策の調整，経
済調整，合理化，開発について協議する合議制の機関である.
関連するイタリア共和国憲法の条項については，井口文男「イタリア共和国憲法J(樋口
陽一/吉田善明編『解説世界憲法集』三省堂， 1988年，宮沢俊義編『世界憲法集j(第 4版)，
1983年，ボルゲーゼ阿部史郎訳『イタリア憲法入門』有斐閣， 1969年を，また，イタリア
民法については，風間鶴寿訳『全訳イタリア民法典〔追補版Jj法律文化社を参照した.
